

























































































































































































































●経過その② 平成 26～27年度 









 しかし、センターは、中学校における 26 年度の月ごとの出席率の推移を学年別に































































H27 １年生 H27 ２年生 H27 ３年生
中学校 出席率（２６年度）









































































































































































＊註① Ａ町は人口約 3万人弱の自然豊かな町である。町立の学校には、中学校 1
校(生徒数 788 名)と小学校 9 校(うち 2 校は休校中)を有する(平成 28 年 8 月現在)。
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